
平成 30 年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

の結果について 
 

令和元年 11 月 

長野県教育委員会事務局心の支援課 

□調査の趣旨 

  児童生徒の問題行動等について、全国の状況を調査・分析することにより、教育現場

における生徒指導上の取組のより一層の充実に資するとともに、その実態把握を行うこ

とにより、児童生徒の問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応、また、不登校児童

生徒への適切な個別支援につなげていくもの。 

 

□調査の主体  文部科学省 初等中等教育局児童生徒課 

 

□調査項目   暴力行為 いじめ 長期欠席（不登校等） 高等学校中途退学 

 

□調査期間   平成 30 年度間 

 

■長野県の結果 調査対象：県内小学校・中学校・高等学校・特別支援学校 

 

 【概要】 

 

○暴力行為の発生件数は 810 件（293 件増） 
  

  ・暴力行為は発生件数、発生率ともに増加。 

・内容では、生徒間暴力の件数が最も多く、次いで器物損壊の件数が多い。 

  ・特定の児童生徒が、暴力行為を繰り返す事例が増加している。 

   

 ○いじめの認知件数は 9,206 件（3,877 件増） 
   

  ・いじめを認知した学校数が増加（99 校増）、昨年度に続きいじめを初期段階のも 

のも含めて積極的に認知した結果。 

   

 ○小・中学校における不登校児童生徒数は 3,229 人（642 人増） 
    
・小中学校の不登校児童生徒数および在籍比は６年連続で増加（過去最高）。 

・児童生徒の状態に応じて休養させる等「義務教育の段階における普通教育に相当 

する教育の機会の確保等に関する法律」（H29.２施行）の趣旨の浸透の側面もあ 

る。〔国の見解〕 

 

 ○高等学校中途退学者数は 616 人（24 人増） 
    

  ・中途退学率は、過去５年間減少傾向にあったが平成 30 年度は微増。 

  ・中途退学の理由では、「学校生活・学業不適応」「進路変更」の割合が高い。 



25 26 27 28 29 30

34 16 64 69 166 372

         ▲9        ▲18 48 5 97 206

県（件） 0.3 0.1 0.6 0.6 1.5 3.4

全国（件） 1.6 1.7 2.6 3.5 4.4 5.7

267 189 191 165 206 277

18 　　　▲78 2        ▲26 41 71

県（件） 4.2 3.0 3.1 2.7 3.5 4.8

全国（件） 11.3 10.1 9.5 8.8 8.5 8.9

170 133 120 155 145 161

 　　　▲22 　 　　▲37 　　　▲13 35 　　　▲10 16

県（件） 2.6 2.1 1.9 2.5 2.3 2.6

全国（件） 2.3 2.0 1.9 1.8 1.8 2.1

471 338 375 389 517 810

　　　▲13 　　 ▲133 37 14 128 293

県（件） 1.9 1.4 1.6 1.7 2.2 3.6

全国（件） 4.3 4.0 4.2 4.4 4.8 5.5

１  校種別発生件数及び発生率の推移 

年　　度

小
学
校

発生件数（件）

前年度増減（件）
発
生
率

中
学
校

発生件数（件）

前年度増減（件）
発
生
率

高
等
学
校

発生件数（件）

前年度増減（件）
発
生
率

　　　３　発生率：児童生徒1,000人当たりの暴力行為発生件数（暴力行為発生件数/全児童生徒数×1,000）
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（注）１　調査名：文部科学省「平成30年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

　　　２　平成30年度調査対象校：県内国公私立・小中高等学校(通信制含む）674校
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「暴力行為」は、小学校において発生件数、発生率ともに著しく増加
・いじめの積極的な認知にあわせ、暴力行為において「軽くぶつかる」「叩く」なども
含めて計上した学校数が増加した。

・特定の児童生徒が暴力行為を繰り返す事例が増加した。

年度

平成30年度 暴力行為の状況について 心の支援課



２ 校種別・内容別件数

28 29 30 28 29 30 28 29 30 28 29 30 28 29 30

15 25 50 45 118 239 1 2 12 8 21 71 69 166 372

14 20 9 115 115 203 1 3 6 35 68 59 165 206 277

10 9 11 67 89 84 13 4 4 65 43 62 155 145 161

39 54 70 227 322 526 15 9 22 108 132 192 389 517 810

（注）1：平成30年度調査対象校：県内国公私立・小中高等学校(通信制含む）674校

 2：「器物損壊」は校内のみを集計

３　課題と取組の方向性

（１)課題

 ・自分の思いを言葉でうまく表現できず、繰り返し暴力行為を起こす児童生徒への支援のあり方

（２)取組の方向性

① より深い児童生徒理解と信頼関係の構築 

　・本人の特性の理解と問題行動のサインをつかむための児童生徒との教育相談活動の充実

　・学校における特別支援教育の視点（授業のユニバーサルデザイン化等）の導入

② 人権感覚・規範意識を育てるための教育活動の充実

　・公正・公平、遵法精神、公徳心、相互理解などをテーマに取り入れた道徳教育の充実

　・スクールサポーターなど地域人材の活用

　・地域での体験活動やボランティア活動等による自己有用感の醸成 

　・自分の思いを相手に上手に伝えるためのソーシャルスキルを学ぶ

③ 教育相談体制の充実による暴力行為の前兆の発見や早期対応

　・繰り返し暴力行為を起こす児童生徒に対し支援チームを立ち上げるなど、校内における指導

　　方針の共有と指導体制の確立

　・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等による相談支援体制の充実 

　・学校だけでは対応が困難なケースにおける家庭、地域、関係機関（医療、警察、児童相談所、

　　保護観察所、家庭裁判所等）との連携の更なる促進

計

小 学 校

中 学 校

高 等 学 校

年　　度

　　　　　           内容
 校種

対教師暴力 生徒間暴力 対人暴力 器物損壊 合　計

・繰り返し暴力行為を起こしたり、自分の思いをうまく表現できない児童生徒の困り感に寄

り添い、全教職員で暴力が起きにくい学級・学校づくりを推進する。

・不登校に係る課題解決のための取組の抜本的見直しに合わせ、取組を推進していく。



１　校種別認知件数及び認知した学校数の推移(国公私立・小中高特別支援学校)

　

　 25 26 27 28 29 30

141 142 213 284 300 355

670 674 823 3,016 3,988 6,603

　　▲237 4 149 2,193 972 2,615

111 113 132 154 163 183

628 710 625 1,017 1,091 2,166

　　▲222 82 　　 ▲85 392 74 1,075

51 42 48 58 60 82

132 138 108 158 214 351

　　 ▲49 6 　　 ▲30 40 56 137

7 5 7 6 8 10

25 23 11 23 36 86

3 　　　▲2 　　 ▲12 12 13 50

310 302 400 502 531 630

1,455 1,545 1,567 4,214 5,329 9,206

　  ▲505 90 22 2,647 1,115 3,877

県 5.9 6.3 6.5 17.8 22.8 40.0
全国 13.4 13.7 16.5 23.8 30.9 40.9

(注)  
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1,000人あたりの
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1  調査名：文部科学省「平成30年度児童生徒の問題行動･不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

　　　　 ：長野県調査「平成30年度いじめの状況調査」

2  平成30年度調査対象校：県内国公私立小中高(通信制含む）特別支援学校713校

3  認知した学校：県内公立小中高(通信制含む）特別支援学校670校
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「いじめの認知件数」はすべての校種において増加

・「いじめ防止対策推進法」に基づき、各学校でけんかやふざけ合いなども見逃さない

取組が浸透し、積極的に認知する学校が増加、それに伴い認知件数もさらに増加した。

心の支援課
平成30年度 いじめの状況について



２　いじめの現在の状況(国公私立・小中高特別支援学校)

前年度

(87.7)

(12.0)

(0.3)

(100.0)

３　いじめ発見のきっかけ（国公私立・小中高特別支援学校）    〔単位：件、％〕

他の保護者からの情報

４　いじめの態様　（複数回答）(公立)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                      〔単位：件、％〕

県 全国

43 57.9 62.7

24 22.5 21.4

4 12.6 13.6

5 6.6 5.5

5 6.4 7.8

11 4.6 5.5

6 2.3 3.0

0 0.6 1.0

4 3.7 4.3

102
　    （注）構成比については、各区分における「いじめ認知件数の総数」に対する割合を示す。

５　「地方いじめ防止基本方針」策定状況　(県内77市町村　H31年３月31日現在)
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計

その他 249

地域の住民からの情報　

26 0.3

19 0.2

12 0.1

7,730

ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 345

金品をたかられる。 11

パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷やいやなことをされる。 31 103

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等の外部の相談員が発見

学校の教職員以外からの情報による発見

内
訳

内
訳

本人からの訴え

本人の保護者からの訴え

他の児童生徒からの情報

学校以外の関係機関からの情報

その他（匿名による投書など）

計(件)

金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 434

学校の教職員等が発見 4,654 50.6

区　　　　　　　　　　分 計(件)

アンケート調査などの学校の取組により発見　

構成比％

全国

66.2

52.82,711 29.4

189 2.1

13 0.1

1,228 13.3

学級担任が発見

学級担任以外の教職員が発見

養護教諭が発見

構成比％特別支援
学校

0.4

100.0

　    （注）構成比については、各区分における「いじめ認知件数の総数」に対する割合を示す。

計 9,206 100.0

仲間はずれ、集団による無視をされる。 845 1,132

軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 1,667 2,028

2,520 27.4

558 6.1

4,552 49.4

冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 3,724 5,212

区　　　　　　　　　　分

構成比％

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 424

区分 件数

8,130

1,046

30

計 9,206

県

88.3

11.4

0.3

100.0

解消しているもの※

解消に向けて取組中

その他(保護者の転居等で一定の人間関係が解消）

全国

84.3

15.4

594

小学校

※解消しているもの

①被害者に対する心理的または物理的な影響を与える行為が止んでいる状態が、少なくとも3か月間継続している。

②被害児童生徒本人及びその保護者に対する面談等により、被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないことが認識できる。

65 10 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本県

策定済 策定予定 策定を検討中

1633 81 28

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

策定済 策定予定 策定を検討中



６  課題と取組の方向性 

 

（1） 課題 

   ・いじめを認知した後の組織的な対応を含む適切な対処 

（2） 取組の方向性         

           

       

 

 

① いじめが起きにくい・いじめを許さない集団づくり（未然防止の取組）    

・道徳の特別教科化の趣旨を踏まえた、いじめ防止教育の徹底   

・ソーシャルスキルトレーニングの実施   

・児童会・生徒会活動等による児童生徒の自主的・主体的取組の推進（いじめ防止子ども 

サミット NAGANO）         

・インターネット利用における情報モラル教育や生徒による自主的なルールづくりの推進 

（高校生 ICT カンファレンス長野）      

 

②いじめが重大な事態に発展することを防ぐ（早期発見・早期対応の取組）    

 ・積極的ないじめの認知と、「抱え込み」を防ぐ組織風土つくり     

※いじめの実態把握のためのアンケート調査、個別面談を積極的に実施 

     ※複数の職員の目で見守る校内体制の整備を推進 

   ・相談しやすい体制の充実          

※「スクールカウンセラー事業」の拡充による予防的な支援および相談体制つくり   

    ※「SOS の出し方に関する教育」の推進 

    ※SNS を利用した相談「ＬＩＮＥ相談窓口ひとりで悩まないで＠長野」の実施 

                 

③「重大事態」への対応          

・「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」（平成 29年３月文科省）、「不登校重大 

事態に係る調査の指針」（平成 28 年３月文科省）に基づく適切な対応 

・被害（加害）児童生徒及びその保護者に対するきめ細やかな支援（指導・助言）  

 

④各自治体における「地方いじめ防止基本方針」の策定の推進                 

 ・県は「地方いじめ防止基本方針」の策定が進んでいない自治体に対し今後も指導助言を実施 

 

・いじめられた児童生徒に寄り添い、早期に校内のいじめ防止等対策組織による、組織的な 

対応を図る。 

・不登校に係る課題解決のための取組の抜本的見直しに合わせ、取組を推進していく。  













 

 

 

  

  



〔資料〕 市郡別不登校児童生徒数在籍比の推移及び30年度長期欠席者数在籍比

年度 年度

市郡 人数
(人）

在籍比
（％）

人数
（人）

在籍比
（％）

人数
（人）

在籍比
（％）

人数
(人）

在籍比
（％）

市郡 人数
(人）

在籍比
（％）

人数
(人）

在籍比
（％）

人数
（人）

在籍比
（％）

人数
(人）

在籍比
（％）

1 小諸市 7 0.31 12 0.54 21 0.98 46 2.14 1 小諸市 44 3.87 53 4.82 56 5.32 68 6.46

2 佐久市 32 0.61 40 0.76 51 0.97 62 1.18 2 佐久市 56 2.07 96 3.61 138 5.33 150 5.79

3 上田市 41 0.49 35 0.43 94 1.16 120 1.48 3 上田市 131 3.01 128 2.99 179 4.26 207 4.92

4 東御市 4 0.25 5 0.31 12 0.75 20 1.25 4 東御市 28 3.19 25 2.94 41 5.06 44 5.43

5 伊那市 10 0.26 14 0.37 26 0.71 53 1.45 5 伊那市 41 1.99 53 2.60 56 2.80 84 4.20

6 駒ヶ根市 2 0.11 4 0.23 13 0.74 20 1.14 6 駒ヶ根市 33 3.25 31 3.19 43 4.51 61 6.40

7 岡谷市 2 0.07 13 0.50 11 0.44 33 1.33 7 岡谷市 9 0.67 37 2.83 45 3.68 68 5.56

8 諏訪市 9 0.35 8 0.31 14 0.55 47 1.86 8 諏訪市 24 1.81 16 1.27 35 2.83 86 6.95

9 茅野市 1 0.03 21 0.70 39 1.31 83 2.78 9 茅野市 8 0.49 59 3.69 53 3.48 68 4.46

10 飯田市 33 0.59 34 0.62 42 0.76 94 1.71 10 飯田市 92 3.05 88 3.02 83 2.97 140 5.01

11 松本市 87 0.68 121 0.96 159 1.27 214 1.71 11 松本市 242 3.95 258 4.34 279 4.76 335 5.72

12 塩尻市 28 0.82 20 0.58 28 0.84 59 1.77 12 塩尻市 57 3.16 45 2.57 81 4.69 93 5.39

13 大町市 7 0.57 12 1.03 14 1.22 28 2.44 13 大町市 29 3.78 44 5.99 31 4.54 41 6.00

14 安曇野市 28 0.55 33 0.66 42 0.84 78 1.57 14 安曇野市 72 2.55 76 2.78 100 3.81 119 4.53

15 長野市 75 0.38 139 0.71 176 0.91 245 1.27 15 長野市 285 2.85 312 3.17 373 3.96 440 4.68

16 須坂市 9 0.33 17 0.63 30 1.11 40 1.48 16 須坂市 42 2.82 40 2.93 42 3.20 53 4.04

17 中野市 6 0.26 12 0.52 20 0.87 35 1.52 17 中野市 42 3.15 41 3.27 57 4.92 63 5.44

18 飯山市 8 0.80 3 0.31 6 0.64 8 0.86 18 飯山市 6 1.05 11 2.05 16 2.91 16 2.91

19 千曲市 16 0.52 17 0.57 20 0.68 24 0.82 19 千曲市 50 2.89 61 3.64 58 3.55 69 4.22

20 南佐久郡 4 0.36 9 0.81 20 1.80 25 2.25 20 南佐久郡 11 2.20 3 0.66 4 0.91 15 3.42

21 北佐久郡 16 0.72 20 0.91 22 1.03 50 2.35 21 北佐久郡 39 3.62 47 4.41 34 3.29 53 5.14

22 小県郡 1 0.20 1 0.21 3 0.65 6 1.29 22 小県郡 2 1.48

23 上伊那郡 27 0.58 25 0.54 39 0.84 53 1.15 23 上伊那郡 85 3.52 75 3.18 79 3.42 93 4.02

24 諏訪郡 12 0.54 18 0.83 25 1.19 38 1.81 24 諏訪郡 27 2.47 41 3.83 37 3.40 59 5.43

25 下伊那郡 26 0.78 31 0.95 40 1.24 57 1.77 25 下伊那郡 59 3.20 72 3.99 84 4.69 97 5.42

26 東筑摩郡 4 0.38 4 0.38 7 0.68 14 1.37 26 東筑摩郡 3 3.06 4 4.30 4 3.92 4 3.92

27 木曽郡 11 0.93 9 0.78 12 1.08 12 1.08 27 木曽郡 24 3.82 30 4.77 38 6.10 41 6.58

28 北安曇郡 7 0.46 12 0.82 16 1.10 29 1.98 28 北安曇郡 20 2.25 16 1.91 23 2.96 33 4.25

29 埴科郡 1 0.13 3 0.40 4 0.54 6 0.81 29 埴科郡

30 上高井郡 4 0.39 3 0.31 4 0.40 4 0.40 30 上高井郡 7 1.34 11 2.14 13 2.56 15 2.95

31 下高井郡 1 0.11 2 0.23 6 0.72 12 1.44 31 下高井郡 14 2.64 13 2.66 12 2.55 19 4.03

32 上水内郡 7 0.73 6 0.63 9 0.96 18 1.92 32 上水内郡 17 3.13 12 2.32 17 3.59 24 5.06

33 下水内郡 33 下水内郡

530 0.48 706 0.64 1,032 0.95 1,645 1.52 1,689 2.79 1,881 3.19 2,197 3.84 2,783 4.86

3.01 3.25 3.65 4.76

※調査名：長野県調査「平成30年度長期欠席児童生徒の状況報告書（年間）調査①」
※平成31年4月1日現在の市町村の区割りとする。
※市郡別数値は、組合立学校及び県立中学校、国立・私立を除く。
※長野県数値は、国立・私立を含む。

全国在籍比（％） 0.47 0.54 0.70 1.30 全国在籍比（％）

（非公表）

（非公表） （非公表）

28年度 29年度 30年度

(非公表)

長野県 長野県

29年度 30年度 30年度

心の支援課

小学校　　市郡別 中学校　　市郡別

番号

不登校 長期欠席

番号

不登校 長期欠席

28年度 30年度

28年度調査までは欠席理由が二つ以上ある（例えば「病気」と「不登校」）者は、長期欠席の区分「その他」に分類したが、

29年度調査から、欠席理由が二つ以上ある場合、主な理由を一つ選び、「病気」「経済的理由」「不登校」「その他」(家庭

の事情等)のいずれかに分類するよう変更になった。



１　中途退学者数及び中途退学率の年度別推移

25 26 27 28 29 30

1,066 698 710 617 592 616

- ▲ 368 12 ▲93 ▲25 24

 県 1.6 1.1 1.1 1.0 0.9 1.0

全国 1.7 1.5 1.4 1.4 1.3 1.4

２　中途退学の理由

全国
人数（人） 構成比（％） 構成比（％）

30 4.9 7.8

242 39.3 34.2

184 29.9 35.3

35 5.7 4.3  

2 0.3 2.0

20 3.2 4.2

18 2.9 3.8

85 13.8 8.4

616 100.0 100.0

平成30年度　　高等学校中途退学者の状況について

心の支援課

学校生活・学業不適応

年度

中途退学者数
合計（人）

前年度増減（人）

中途
退学率

(％)

退学理由
平成30年度

県

学業不振

合　　　計

進路変更

病気、けが、死亡

経済的理由

家庭の事情

問題行動等

その他の理由

(注) １ 調査名:文部科学省「平成30年度児童生徒の問題行動･不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
２ 平成30年度調査対象校：県内公私立・高等学校(通信制含む）107校
３ （中途退学率）＝（中途退学者数）÷（年度当初の在籍者数）×100 〔％〕
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中途退学者数(人） 県中途退学率（％） 全国中途退学率（％）

年度

「中途退学者数」は過去４年間減少傾向にあったが、前年度よりわずかに増加

・中途退学の理由では「学校生活・学業不適応」「進路変更」の割合が高い。

中
途
退
学
率
（
％
）

中
途
退
学
者
数
（
人
）



３ 課題と取組の方向性 

（１）課題 

   ・高校に入学したものの、学校生活を続ける中で自らの心や体の状態が適応せず、結果として

進路選択にずれが生じ、「中途退学」や「進路変更」する生徒がいる 

    

（２）取組の方向性 

① 学校生活・学業不適応の早期発見と早期対応 

・入学前後、中高連携による生徒支援に関わる丁寧な情報の共有、引継ぎ 

・入学時のオリエンテーションなどを利用したスムーズな高校生活への移行 

・学校生活における良好な人間関係や信頼関係づくりを推進 

 

② 基礎学力の定着や学習意欲を高めるための授業改善及び学習支援の工夫 

・生徒の実態に合わせ、授業の方法や教材などを工夫した「わかる授業」の実践 

・学習の躓きや基礎的な学力に不安をもつ生徒への「学びなおし」講座や補習授業等の実施 

・高校生活の目的意識を高めるためのキャリア教育の推進 

 

③ 中途退学者の社会的な自立を見据えた支援の充実 

・学習や就業のための技術習得へ向けた各種学校との連携 

・就業支援に向けてハローワークなどの公共機関や民間支援団体との情報連携 

・「新たな進路のために（各種相談窓口の案内）」令和元年度版の活用 

・引きこもり防止など包括的な支援にむけ「子ども･若者サポートネット」など支援機関との情

報連携 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 




